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若
者
定
住
・
U
タ
ー
ン
促
進
対
策
の
全
体
像

○
人

口
減

少
の

大
き

な
要

因
で

あ
る

若
者

の
県

外
流

出
に

歯
止

め
を

か
け

、
地

方
へ

の
人

の
流

れ
を

創
る

。

［
情

報
発

信
］

・
学

生
自

身
の

関
心

不
足

・
学

生
に

届
き

に
く
い

企
業

情
報

・
早

期
（
中

高
生

）
時

点
の

職
業

選
択

情
報

の
不

足

・
家

庭
や

学
校

へ
の

情
報

提
供

不
足

［
就

業
］

・
就

職
を

希
望

す
る

職
種

と
の

ミ
ス

マ
ッ

チ
ン

グ

・
県

内
高

等
教

育
機

関
か

ら
の

県
内

就
職

先
の

不
足

［
高

校
卒

業
生

］

全
体

4
,9

2
2

人
→

 県
外

2
,7

7
6

人

［
県

内
大

学
卒

業
生

］

全
体

2
,4

4
5

人
→

 県
外

1
,0

4
7

人

［
2
0
～

2
4
歳

県
外

移
動

］

H
2
6
 2

,6
2
7

人
→

 H
2
7
 2

,7
9
8

人

現
状

課
題

①
情

報
発
信

県
内
企
業
の
職
員
を
講
師
と
し
た
講
演
や
大
学
生
の

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
推
進
（
含

普
通
科
系
高
校
）

＜
主

な
取

組
＞

・
県

内
企
業
魅
力
発
見
支
援
事
業
(
商

2
1,
9
6
7
)

②
就

業
支
援

県
内
高
校
生
・
大
学
生
と
企
業
と
の
つ
な
が
り
を
創
り

就
職
・
就
業
を
支
援

＜
主

な
取

組
＞

・
鳥

取
県
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
協
力
企
業
制
度
(
教

7
3
6
)

・
と

っ
と
り
農
林
水
産
人
材
育
成
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
推
進
事
業
(農

6
,
2
17
)

・
将

来
の
建
設
産
業
担
い
手
育
成
支
援
事
業
(
県
土

1
6
,
8
2
3)

③
ふ

る
さ
と
教
育
の
推
進

小
中

学
生
が
郷
土
の
歴
史
を
学
ぶ
歴
史
教
育
や
、
地
元

企
業

で
の
職
場
体
験
、
企
業
か
ら
の
講
師
派
遣

＜
主

な
取

組
＞

・
ふ

る
さ
と
鳥
取
見
学
(
県
学
)
支
援
事
業
(
教

1
,2
6
0
)

・
鳥

取
県
版
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
事
業
(教

1
4
,
8
97
）

④
県

内
進
学
・
就
職
を
志
向
す
る
若
者
の
増
加

中
高

生
へ
の
県
内
産
業
の
紹
介
、
教
員
を
対
象
と
し
た

企
業

見
学
会
、
企
業
紹
介
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
作
成
・
配
布

＜
主

な
取

組
＞

と
っ

と
り
ふ
る
さ
と
就
職
応
援
事
業
（
商

2
8
,
2
3
1）

①
情

報
発
信

Ｕ
タ

ー
ン

へ
の
関

心
を
高

め
る

民
間

企
業
等

に
よ
る

情
報

発
信

や
就
活

サ
ポ
ー

タ
ー

等
に

よ
る
相

談
対
応

座
談

会
的

な
場
で

の
就
職

等
情

報
の

提
供
や

、
学
生

自
身

に
よ

る
情
報

発
信
の

取
組

支
援

＜
主

な
取

組
＞

・
移

住
定
住

情
報
発

信
強

化
事

業
（

元
17
,
0
2
3
）

・
と

っ
と
り

就
活
応

援
団

活
動

事
業

(
商

8
9
6
)

・
中

小
企
業

情
報
発

信
助

成
(
商

1
,
6
0
0
)

・
保

護
者
宛

県
内
就

職
情

報
送

付
（

商
1,
1
9
6
）

・
県

民
参
加

に
よ
る

と
っ

と
り

暮
ら

し
支
援

事
業

(元
1
3
,
56
1
)

②
就

業
支
援

奨
学

金
返

還
助
成

や
、
学

生
を

対
象

と
し
た

企
業
紹

介
フ

ェ
ア
の

開
催
等

に
よ
る

マ
ッ

チ
ン

グ
支
援

＜
主

な
取

組
＞

・
鳥

取
県
未

来
人
材

育
成

奨
学

金
支

援
事
業

(
商

22
2
,
0
0
9
)

・
I
J
U
タ
ー

ン
県

内
就

職
促
進

強
化

事
業
(
商

5
,
50
4
)

③
企

業
・
大

学
等
と

の
連
携

大
学

と
の

就
職
支

援
協
定

の
締

結
や

、
企
業

と
連
携

し
た

県
学
ツ

ア
ー
の

開
催

＜
主

な
取

組
＞

・
と

っ
と
り

で
働
こ

う
就

職
応

援
事

業
(関

西
6
,
28
1
)

Ⅰ
県
内
定
住
の
促
進

Ⅱ
Ｕ
タ
ー
ン
の
促
進

若
者

の
定

着
促

進

（
早

期
離

職
の

防
止

）

「
子

育
て

王
国

」
よ

る
若

者
に

魅
力

的
な

子
育

て
・
教

育
環

境
の

充
実

・発
信

起
業

・
第

2
創

業
な

ど
「
働

く
場

」
づ

く
り

の
推

進
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事
業

名
予

算
額

（
千

円
）

事
業

概
要

主
な

取
組

学
生

等
県

内
就

職
加

速
化

事
業

【
H

2
7
臨

時
議

会
対

応
】

2
6
,9

1
9

　
県

内
外

の
学

生
等

の
県

内
就

職
を

加
速

化
さ

せ
る

た
め

、
大

学
生

等
を

対
象

と
し

た
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
や

企
業

見
学

会
、

企
業

紹
介

フ
ェ

ア
等

を
開

催
し

、
県

内
企

業
の

魅
力

を
知

っ
て

も
ら

う
。

　
ま

た
、

新
た

に
県

内
企

業
の

若
手

社
員

を
「

と
っ

と
り

就
活

サ
ポ

ー
タ

ー
」

に
任

命
し

、
県

内
外

の
大

学
等

に
派

遣
し

、
学

生
に

県
内

就
職

の
良

さ
を

P
R
し

て
も

ら
う

取
り

組
み

を
行

い
、

県
内

就
職

を
希

望
す

る
学

生
を

増
や

し
て

い
く

。

【
県

内
企

業
魅

力
発

見
支

援
事

業
（

2
1
,
9
6
7
千

円
）

】
○

高
校

生
の

キ
ャ

リ
ア

教
育

　
普

通
科

系
の

高
校

を
中

心
に

、
企

業
経

営
者

等
を

高
校

に
派

遣
し

た
り

、
高

校
生

に
企

業
へ

訪
問

し
て

も
ら

い
、

県
内

企
業

の
仕

事
の

魅
力

を
伝

え
て

も
ら

う
。

○
大

学
生

等
の

地
域

協
働

型
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
　

大
学

生
等

を
対

象
と

し
た

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

を
実

施
し

、
県

内
企

業
へ

の
関

心
を

高
め

る
こ

と
に

よ
り

、
県

内
就

職
を

促
進

す
る

。
○

県
内

企
業

人
財

確
保

力
ア

ッ
プ

セ
ミ

ナ
ー

　
企

業
の

人
材

確
保

を
支

援
す

る
た

め
の

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
す

る
。

鳥
取

県
版

キ
ャ

リ
ア

教
育

推
進

事
業

1
4
,8

9
7

　
生

徒
一

人
ひ

と
り

が
、

将
来

、
社

会
的

に
自

立
し

て
い

く
た

め
に

、
必

要
か

つ
基

盤
と

な
る

能
力

や
態

度
を

育
て

る
た

め
の

キ
ャ

リ
ア

教
育

を
全

て
の

県
立

高
校

で
実

施
し

、
夢

や
希

望
に

向
か

っ
て

果
敢

に
チ

ャ
レ

ン
ジ

し
、

将
来

の
日

本
や

鳥
取

県
に

貢
献

す
る

気
概

の
あ

る
生

徒
を

育
成

す
る

。

【
「

鳥
取

県
版

キ
ャ

リ
ア

教
育

推
進

協
力

企
業

」
認

定
制

度
（

7
3
6
千

円
）

】
　

　
高

校
生

の
キ

ャ
リ

ア
教

育
に

関
す

る
取

組
を

支
援

す
る

企
業

と
兼

教
育

委
員

会
に

よ
る

協
定

の
締

結

【
県

キ
ャ

リ
ア

教
育

推
進

会
議

（
5
3
4
千

円
）

】
　

高
校

に
お

け
る

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
推

進
方

策
等

の
審

議
（

体
系

的
な

キ
ャ

リ
ア

教
育

推
進

計
画

の
モ

デ
ル

作
成

等
）

【
地

域
の

産
業

界
と

学
校

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
（

2
,
2
0
0
千

円
）

】
　

地
域

の
産

業
界

と
連

携
し

て
、

各
学

校
に

応
じ

た
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
設

定
【

キ
ャ

リ
ア

塾
】

○
「

よ
う

こ
そ

高
校

へ
」

版
（

5
,
6
7
9
千

円
）

　
　

各
学

年
の

発
達

段
階

に
応

じ
た

講
義

、
演

習
、

参
加

・
体

験
型

の
講

習
会

等
・

生
徒

と
社

会
が

つ
な

が
る

教
育

の
取

組
等

○
「

教
え

て
先

輩
」

版
（

1
,
2
6
0
千

円
）

　
　

企
業

に
出

向
き

、
職

業
観

・
勤

労
観

や
生

き
方

あ
り

方
に

つ
い

て
学

ぶ
。

【
「

キ
ャ

リ
ア

プ
ラ

ン
ニ

ン
グ

ス
ー

パ
ー

バ
イ

ザ
ー

」
配

置
（

4
,
4
8
8
千

円
）

】
○

各
学

校
の

体
系

的
な

キ
ャ

リ
ア

教
育

推
進

計
画

の
作

成
支

援
○

イ
ン

タ
ー

シ
ッ

プ
実

施
の

た
め

の
企

業
と

の
調

整
○

早
期

離
職

者
に

対
す

る
支

援
と

原
因

分
析

○
キ

ャ
リ

ア
教

育
関

連
講

師
人

材
の

集
約

な
ど

若
者

の
定

住
促

進
対

策
等

【
平

成
2
8
年

度
当

初
予

算
】

Ⅰ
　
県
内
定
住
の
促
進
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事
業

名
予

算
額

（
千

円
）

事
業

概
要

主
な

取
組

若
者

の
定

住
促

進
対

策
等

【
平

成
2
8
年

度
当

初
予

算
】

と
っ

と
り

農
林

水
産

人
材

育
成

シ
ス

テ
ム

推
進

事
業

【
H

2
7
臨

時
議

会
対

応
】

6
,2

1
7

　
県

内
の

農
林

水
産

系
学

科
を

有
す

る
県

立
高

校
と

地
域

の
関

係
機

関
（

生
産

者
、

鳥
取

大
学

農
学

部
、

農
業

大
学

校
な

ど
）

が
連

携
し

な
が

ら
、

よ
り

実
践

的
な

職
業

教
育

に
取

り
組

み
、

将
来

の
本

県
農

林
水

産
業

を
支

え
る

人
材

を
育

成
す

る
。

○
長

期
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
の

実
施

　
地

域
の

生
産

者
・

団
体

等
が

受
入

れ
先

と
な

る
、

長
期

実
践

研
修

を
実

施
○

６
次

化
プ

ロ
デ

ュ
ー

サ
ー

認
証

講
座

の
開

講
　

（
一

社
）

食
農

共
創

プ
ロ

デ
ュ

ー
サ

ー
ズ

が
認

証
す

る
「

６
次

化
プ

ロ
デ

ュ
ー

サ
ー

認
証

講
座

」
を

農
業

大
学

校
で

開
講

将
来

の
建

設
産

業
担

い
手

育
成

支
援

事
業

1
6
,8

2
3

　
建

設
業

は
災

害
対

応
な

ど
地

域
の

安
全

・
安

心
を

担
う

と
と

も
に

、
社

会
経

済
シ

ス
テ

ム
を

下
支

え
す

る
た

め
の

社
会

資
本

を
整

備
及

び
維

持
・

更
新

し
て

い
く

重
要

な
役

割
を

担
っ

て
お

り
、

携
わ

る
技

術
者

等
に

支
え

ら
れ

る
と

こ
ろ

が
大

き
い

産
業

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

建
設

従
事

者
の

就
労

環
境

の
改

善
と

若
年

者
や

女
性

の
更

な
る

雇
用

拡
大

に
向

け
た

取
組

及
び

入
職

後
の

技
術

力
向

上
に

向
け

た
取

組
を

行
う

。

【
建
設
技
能
労
働
者
の
労
働
環
境
改
善
と
若
年
者
の
確
保
・
育
成
事
業
（
4
,
5
6
4
千
円
）
】

【
建
設
技
術
者
等
確
保
】

○
イ
ン
タ
ー
シ
ッ
プ
受
入
れ
企
業
支
援
事
業
（
1
,
6
5
7
千
円
）
[
高
校
在
校
生
]

県
内
建
設
業
へ
の
就
業
意
欲
向
上
の
た
め
、
高
校
生
へ
の
イ
ン
タ
ー
シ
ッ
プ
研
修
の
受
入
れ
た
企
業
の
人

件
費
に
対
し
て
、
助
成
す
る
。
ま
た
、
併
せ
て
土
木
系
県
職
員
O
B
に
よ
り
発
注
者
側
の
視
点
で
の
研
修
も

実
施
し
、
高
校
生
の
土
木
に
対
す
る
知
識
の
幅
を
広
げ
る
。

○
新
規
入
職
者
ト
レ
ー
ナ
ー
事
業
（
4
,
9
4
0
千
円
）
[
既
卒
者
、
離
職
者
、
転
職
者
（
4
5
歳
未
満
）
]

【
建
設
技
術
者
育
成
】

○
建
設
労
働
者
等
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
事
業
（
4
,
0
0
0
千
円
）
[
若
手
技
術
者
（
4
0
歳
以
下
）
]

【
就
労
環
境
整
備
】

○
建
設
業
で
働
く
女
性
の
就
労
環
境
整
備
（
1
,
1
2
5
千
円
）

【
建
設
産
業
の
魅
力
発
信
】

○
建
設
業
の
魅
力
発
信
事
業
費
補
助
（
3
,
7
5
0
千
円
）

○
と
っ
と
り
建
設
産
業
の
魅
力
発
信
講
座
、
ど
ぼ
く
カ
フ
ェ
及
び
土
木
遺
産
等
ツ
ア
ー
（
1
,
3
5
1
千
円
）

ふ
る

さ
と

鳥
取

見
学

（
県

学
）
支

援
事

業
1
,2

6
0

　
鳥

取
県

の
将

来
を

担
う

子
ど

も
達

が
鳥

取
県

に
つ

い
て

の
理

解
と

関
心

を
深

め
、

ふ
る

さ
と

を
愛

す
る

心
を

育
て

る
と

と
も

に
、

県
民

の
一

員
と

し
て

自
信

と
誇

り
を

持
て

る
鳥

取
県

を
築

き
上

げ
る

気
運

の
醸

成
を

図
る

た
め

、
県

内
の

小
学

校
が

県
民

の
日

に
関

す
る

学
習

に
併

せ
て

校
外

学
習

等
を

実
施

す
る

際
に

経
費

の
一

部
を

補
助

す
る

。

○
ふ

る
さ

と
鳥

取
見

学
（

県
学

）
支

援
事

業
費

補
助

金
　

県
内

の
小

学
校

が
県

民
の

日
に

関
す

る
学

習
に

併
せ

て
校

外
学

習
等

を
実

施
す

る
際

に
、

学
校

か
ら

お
お

む
ね

４
０

キ
ロ

メ
ー

ト
ル

以
上

離
れ

た
、

郷
土

に
ゆ

か
り

の
あ

る
歴

史
的

・
文

化
的

名
所

や
全

国
に

誇
れ

る
県

内
企

業
な

ど
、

県
内

の
特

色
あ

る
見

学
先

を
訪

問
す

る
場

合
に

使
用

す
る

バ
ス

の
借

上
経

費
を

補
助

す
る

。
（

補
助

率
 
１

／
２

）

と
っ

と
り

ふ
る

さ
と

就
職

応
援

事
業

【
H

2
8
年

度
5
月

補
正

：
地

方
創

生
推

進
交

付
金

充
当

】

2
8
,2

3
1

　
県

内
高

校
生

が
進

学
・

就
職

を
機

に
県

外
へ

流
出

し
な

い
よ

う
に

、
若

者
や

保
護

者
に

対
し

て
鳥

取
県

内
に

も
魅

力
有

る
企

業
や

若
者

の
活

躍
で

き
る

場
が

あ
る

こ
と

を
き

め
細

か
く

発
信

等
を

行
い

、
若

者
の

県
内

就
職

を
強

力
に

応
援

・
推

進
す

る
。

【
中

高
生

へ
の

県
内

産
業

紹
介

（
2
,
2
7
4
千

円
）

】
　

中
高

生
に

鳥
取

県
や

県
内

産
業

・
企

業
の

魅
力

を
知

っ
て

も
ら

う
た

め
に

、
教

員
を

対
象

と
し

た
産

業
（

企
業

）
見

学
会

を
実

施
や

生
徒

向
け

の
「

鳥
取

県
産

業
・

企
業

魅
力

紹
介

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

」
を

作
成

し
授

業
等

で
活

用
す

る
。
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事
業

名
予

算
額

（
千

円
）

事
業

概
要

主
な

取
組

若
者

の
定

住
促

進
対

策
等

【
平

成
2
8
年

度
当

初
予

算
】

移
住

定
住

情
報

発
信

強
化

事
業

1
7
,0

2
3

首
都

圏
の

子
育

て
世

帯
、

地
方

で
の

起
業

や
ま

ち
づ

く
り

に
興

味
の

あ
る

若
者

な
ど

、
鳥

取
県

に
目

が
向

い
て

い
な

い
層

に
も

ア
プ

ロ
ー

チ
し

呼
び

込
み

を
図

る
た

め
、

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
や

多
様

な
媒

体
等

を
活

用
し

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト

を
意

識
し

強
力

に
情

報
発

信
を

行
う

。

【
多

様
な

媒
体

を
活

用
し

、
地

方
暮

ら
し

全
般

を
テ

ー
マ

と
し

た
情

報
発

信
】

○
鳥

取
県

で
の

暮
ら

し
、

子
育

て
・

教
育

環
境

等
の

雑
誌

、
新

聞
、

w
e
b
 
、

テ
レ

ビ
等

の
発

信
（

4
,
9
0
1
千

円
）

○
「

い
い

ね
！

鳥
取

」
動

画
の

制
作

・
w
e
b
発

信
（

1
,
5
0
0
千

円
）

【
移

住
希

望
者

の
ニ

ー
ズ

に
応

じ
、

地
域

と
つ

な
ぐ

積
極

的
な

ア
プ

ロ
ー

チ
】

○
地

域
で

の
活

躍
す

る
人

材
の

誘
致

（
5
,
0
0
0
千

円
）

○
地

域
の

キ
ー

プ
レ

イ
ヤ

ー
と

移
住

希
望

者
の

出
会

い
の

場
の

提
供

（
2
,
6
2
2
千

円
）

○
親

子
連

れ
に

訴
求

す
る

イ
ベ

ン
ト

の
開

催
（

3
,
0
0
0
千

円
）

学
生

等
県

内
就

職
加

速
化

事
業

【
H

2
7
臨

時
議

会
対

応
】

2
6
,9

1
9

（
再

掲
）

【
と

っ
と

り
就

活
応

援
団

活
動

事
業

（
8
9
6
千

円
）

】
○

県
内

企
業

若
手

社
員

と
県

内
外

の
学

生
と

の
交

流
会

の
開

催
　

若
手

社
員

を
「

と
っ

と
り

就
活

サ
ポ

ー
タ

ー
」

に
任

命
し

、
大

学
生

と
の

交
流

会
を

実
施

し
、

県
内

就
職

の
良

さ
を

Ｐ
Ｒ

し
て

も
ら

う
こ

と
に

よ
り

県
内

の
Ｕ

タ
ー

ン
就

職
に

繋
げ

る
。

【
中

小
企

業
情

報
発

信
助

成
金

（
1
,
6
0
0
千

円
）

】
○

中
小

企
業

の
情

報
発

信
強

化
　

初
め

て
就

職
情

報
サ

イ
ト

を
利

用
し

、
自

社
の

採
用

情
報

や
魅

力
を

発
信

す
る

中
小

企
業

を
支

援
す

る
。

【
保

護
者

宛
て

の
県

内
就

職
情

報
の

送
付

（
1
,
1
9
6
千

円
）

】
○

本
県

へ
の

Ｕ
タ

ー
ン

就
職

の
促

進
　

大
学

・
短

大
等

に
進

学
し

た
学

生
の

保
護

者
を

通
じ

て
、

本
県

就
職

情
報

を
提

供
す

る
。

鳥
取

県
未

来
人

材
育

成
奨

学
金

支
援

事
業

2
2
2
,0

0
9

　
鳥

取
県

と
産

業
界

が
協

力
し

て
基

金
を

設
置

し
、

県
内

に
就

職
す

る
大

学
生

等
の

奨
学

金
返

還
を

助
成

し
、

I
J
U
タ

ー
ン

並
び

に
産

業
人

材
の

確
保

を
促

進
す

る
。

「
鳥

取
県

未
来

人
材

育
成

基
金

」
を

設
置

し
、

鳥
取

県
内

の
次

の
対

象
業

種
に

就
職

す
る

奨
学

金
（

鳥
取

育
英

奨
学

資
金

等
）

を
借

り
入

れ
た

大
学

生
等

新
卒

者
及

び
既

卒
者

を
対

象
に

奨
学

金
返

還
の

一
部

を
助

成
す

る
。

　
対

象
業

種
は

製
造

業
、

I
T
企

業
、

薬
剤

師
の

職
域

（
薬

局
、

病
院

、
医

療
機

器
・

医
薬

品
製

造
）

に
加

え
、

平
成

２
８

年
度

か
ら

は
業

界
の

協
力

が
得

ら
れ

た
建

設
業

・
建

設
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

、
旅

館
・

ホ
テ

ル
業

に
つ

い
て

も
業

種
を

追
加

し
、

よ
り

多
く

の
大

学
生

等
の

県
内

就
職

を
実

現
さ

せ
よ

う
と

す
る

も
の

。

Ⅱ
　
Ｕ
タ
ー
ン
の
促
進
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事
業

名
予

算
額

（
千

円
）

事
業

概
要

主
な

取
組

若
者

の
定

住
促

進
対

策
等

【
平

成
2
8
年

度
当

初
予

算
】

IJ
U

タ
ー

ン
県

内
就

職
促

進
強

化
事

業
2
2
,7

4
7

　
県

外
か

ら
県

内
中

小
企

業
の

人
材

を
確

保
す

る
た

め
、

ふ
る

さ
と

鳥
取

県
定

住
機

構
の

東
京

・
大

阪
に

定
住

促
進

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
配

置
、

県
外

学
生

等
の

帰
省

に
合

わ
せ

た
県

内
企

業
の

魅
力

を
発

信
す

る
企

業
紹

介
フ

ェ
ア

の
開

催
、

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
戦

略
拠

点
や

技
術

人
材

バ
ン

ク
の

機
能

を
最

大
限

活
用

し
て

、
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

人
材

の
I
J
U
タ

ー
ン

を
促

進
す

る
制

度
を

設
け

る
こ

と
に

よ
り

、
県

内
へ

の
Ｉ

Ｊ
Ｕ

タ
ー

ン
及

び
正

規
雇

用
を

加
速

化
す

る
。

【
企

業
紹

介
フ

ェ
ア

の
実

施
（

5
,
5
0
4
千

円
）

】
　

年
末

に
帰

省
す

る
学

生
等

を
対

象
と

し
た

企
業

紹
介

フ
ェ

ア
を

開
催

し
、

県
外

に
進

学
し

た
学

生
等

の
U
タ

ー
ン

就
職

に
つ

な
げ

る
。

と
っ

と
り

で
働

こ
う

就
職

応
援

事
業

6
,2

8
1

　
関
西
圏
か
ら
県
内
へ
進
出
し
た
企
業
等
へ
の
人
材
確
保
を
目
的

に
、
関
西
圏
の
大
学
に
お
け
る
Ｉ
Ｊ
Ｕ
タ
ー
ン
就
職
の
推
進
に
向

け
て
、
（
公
財
）
ふ
る
さ
と
鳥
取
県
定
住
機
構
と
連
携
し
、
中
・

長
期
的
な
観
点
の
事
業
に
つ
い
て
実
施
す
る
。

　
ま
た
、
人
材
確
保
の
ほ
か
、
地
方
創
生
、
と
っ
と
り
の
元
気
づ

く
り
の
推
進
に
向
け
て
、
本
県
の
出
身
学
生
が
多
い
関
西
圏
の
大

学
か
ら
、
県
内
大
学
に
は
な
い
分
野
や
得
意
分
野
で
の
支
援
を
い

た
だ
く
こ
と
に
よ
り
、
産
業
振
興
や
人
材
育
成
な
ど
、
本
県
が
抱

え
る
課
題
解
決
や
、
本
県
の
活
性
化
及
び
大
学
の
教
育
、
研
究
、

社
会
貢
献
活
動
の
発
展
に
寄
与
す
る
た
め
、
就
職
支
援
協
定
・
包

括
協
定
の
締
結
を
進
め
る
。

【
就

職
支

援
・

世
帯

間
交

流
（

1
,
7
3
2
千

円
）

】
・

大
学

と
の

包
括

協
定

等
の

締
結

に
よ

る
Ｉ

Ｊ
Ｕ

タ
ー

ン
就

職
支

援
、

世
代

間
交

流
、

県
内

企
業

と
の

新
技

術
の

共
同

研
究

・
開

発
等

に
よ

る
取

り
組

み
な

ど
・

と
っ

と
り

　
W
o
r
k
W
o
r
k
 
バ

ス
ツ

ア
ー

【
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
（

１
名

）
の

配
置

（
4
,
5
4
9
千

円
）

】
　

Ｉ
Ｊ

Ｕ
タ

ー
ン

就
職

の
推

進
に

よ
る

県
内

企
業

へ
の

人
材

確
保

の
強

化
や

新
技

術
の

共
同

研
究

・
開

発
等

に
よ

る
県

内
企

業
の

発
展

な
ど

、
地

方
へ

の
人

材
環

流
に

向
け

、
大

学
と

の
包

括
協

定
の

締
結

及
び

そ
れ

に
伴

う
事

業
実

施
に

係
る

業
務

を
行

う
。

県
民

参
加

に
よ

る
と

っ
と

り
暮

ら
し

支
援

事
業

【
H

2
8
年

度
5
月

補
正

：
地

方
創

生
推

進
交

付
金

充
当

】

1
3
,5

6
1

　
「

来
ん

さ
い

な
住

ん
で

み
な

い
や

と
っ

と
り

」
県

民
会

議
の

産
・

学
・

官
・

金
・

労
・

言
の

各
メ

ン
バ

ー
や

、
N
P
O
な

ど
の

移
住

者
受

け
入

れ
組

織
な

ど
の

民
間

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

が
有

す
る

様
々

な
チ

ャ
ン

ネ
ル

を
活

用
し

、
本

県
の

情
報

を
学

生
へ

伝
え

た
り

関
心

を
高

め
、

県
内

の
受

け
皿

と
な

る
仲

間
を

増
や

す
取

組
を

通
じ

て
、

本
県

出
身

の
学

生
等

の
U
タ

ー
ン

を
促

進
す

る
。

　
ま

た
、

岩
美

町
な

ど
で

シ
ェ

ア
ハ

ウ
ス

の
導

入
に

よ
り

、
地

域
の

活
性

化
に

つ
な

が
る

事
例

が
成

功
し

つ
つ

あ
り

、
若

者
の

関
心

を
集

め
て

い
る

こ
と

か
ら

、
全

県
展

開
に

向
け

た
取

組
を

進
め

る
。

【
移

住
相

談
カ

フ
ェ

の
創

設
（

9
2
5
千

円
）

】
　

主
に

大
学

１
，

２
年

生
を

対
象

と
し

て
「

来
ん

さ
い

な
住

ん
で

み
な

い
や

と
っ

と
り

」
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大学生等の県内Ｕターン就職支援施策について 

鳥取県 商工労働部 雇用人材局 就業支援課 

（１）とっとり就活応援団活動事業 

 県内企業の若手社員（とっとり就活サポーター）から先輩の立場で県内就職の魅力を自らの体験を通して

直接県内外の大学生に伝えることにより、県内就職への促進を図る。 
  4月7日 委嘱式（26名をサポーターに委嘱） 
  交流会を開催（4/14東京16名、5/14大阪16名、 

5/30鳥取大学12名、6/30公立鳥取環境大学29名） 
【参加学生の声】 

・鳥取で活躍できる場がたくさんあることがわかった。 

・鳥取で働いている方の姿勢や考え方を聞くことができ良かった 

・就活生とも情報交換が出来た。改めて県内で就職したくなった 

 

（２）鳥取県地域協働型インターンシップの実施状況 

   産官学連携による大学生等のインターンシップ。主に夏休みと春休みに実施。 
【企業合同説明会の概要】 

  ①開催日時：平成28年6月4日（土）13:15～16:50 
  ②参加人数：80名（昨年度 43名） 
  ③実施概要：企業プレゼンテーション ２４社参加 
        個別相談（ブース形式 ２９社参加） 
  【参加学生の声】 

   ・わかりすい説明で県内就職にさらに興味を持つようになった。 

   ・普段聞けないような話が聞けて良かった。 

    
【夏季インターンシップ参加状況（7/末現在）】 

   登録企業数 103企業（昨年度92企業） 
学生参加予定数 140名（昨年度89名） 

（今後の予定） 

   ８月～１０月 インターンシップ実施、事後学習会、成果発表会  

      １１月下旬  春のインターンシップ合同説明会 

   ２月～３月  春のインターンシップ実施    

 

（３）ＩＪＵターン県内就職促進強化事業 

  大学、短期大学、専修学校、高等専門学校に在学する全学年を対象に、鳥取県内企業の会社情報を提供し、 

学生の企業に対する理解促進を図るイベントを年末の帰省時期に合わせ県内で初めて企業紹介フェアを開催。 

・平成28年12月27日（火） （鳥取産業体育館） 

＜H27実績＞ 

  開催日時 平成27年12月28日（月）12時50分～16:00 

  参加企業 73社（建設、製造、ＩＴ、運輸、卸売・小売、金融・宿泊・サービス業） 

  内  容 企業ブースで会社概要や業務内容の説明、ハローワークによる職業相談、ふるさと鳥取県定住

機構ＩＪＵターン就職相談、企業パンフレット及び各種就職関連情報  

  参加者数 187人（県内81人、県外106人） 
  【参加者からの主な意見】 

   ・これから就活に向けて企業情報が欲しかったので、参考になった。 ・定期的に開催してほしい。  

 ・県出身者に焦点をあわせてあってよかった。 ・今まで知らない業界（企業）について知ることができてよかった。 

 

（４）鳥取県未来人材育成奨学金支援助成事業 

 県内産業界との連携のもと、「鳥取県未来人材育成基金」を設置し、県内の対象業種（製造業、ＩＴ企業、

薬剤師の領域、建設業･建設コンサルタント業、旅館ホテル業）に就職する大学生等が借り入れた奨学金の返

還額の一部を助成する。 

  支給対象者認定数 137人、うち県内就職者数60人（平成28年6月30日現在） 

業種別就職者数 製造業27名、ＩＴ企業17名、薬剤師11名、建設業2名、建設コンサルタント業3名 
 

 

合同説明会（学生の成果発表） 

【参加学生の声】 

・鳥取にも全国と対抗できるほどの企業があると分 
かった 

・地域密着型の会社もいいなと思った。 
・鳥取県内にもいろんな職種の企業があり、自分の 
興味がありそうな企業がいくつもあった 

交流会の様子 

＜企業の声＞ 

・人材確保の手段として手応えを感じている。 

・思ったより多くの学生が奨学金を受けており、

採用に役立った。 

＜認定者の声＞ 

・給料の良い県外企業から内定をもらったが､奨学金助成があるので県

内にもどることにした。 

・奨学金の返済は負担なので、ありがたい。 

・県外企業で働いていたがこの制度のおかげでＵターンに踏み切れた。 
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中山間地域への効果的な企業立地促進策について 

鳥取県 商工労働部 立地戦略課 

 

 

＜参考①：「未利用施設整備支援補助金」＞ 

（１）事業概要 

 県内の直ちに分譲可能な工業団地が少なくなる中、廃校や空き工場などの未利用施設等を貸事務所として整備す

るために市町村が未利用施設を取得、改修する経費の一部を補助することにより企業誘致を促進する。 

     また、中山間地域に働く場を確保するため、中山間地域の未利用施設を活用する場合は補助率の上乗せを行う。 

・補助事業：市町村が企業の立地に伴い、未利用施設を貸し事業所として整備する事業 

・補助対象：市町村が行う未利用施設（廃校、空き工場等）の整備に要する経費 

・補助率：１／２（中山間地では２／３）、補助上限額３億円 

（２）活用事例 

・智頭町において情報系企業の立地が内定したことを受け、旧山郷小学校を改修するための事業の予算を補助す

る。（平成２８年１０月交付見込） 

 

 

＜参考②：「里山オフィス開設支援補助金」＞ 

（１）事業概要 

 県外企業等の里山オフィス設置に係る事業所開設に係る費用を支援することにより、中山間地域での新規立地を

促進し、オフィスを介した交流人口の増加を図るとともに、将来の雇用創造に繋げる。 

 ※里山オフィス：ＩＴ、コンテンツ関連企業やクリエーター等の小規模事業者が移住定住を伴い中山間地域に開設す

る事業所のこと。 

・補助事業：県内の中山間地域に事業者が１名以上移住して行う事業（対象業種あり） 

・補助対象：事務所開設に係る経費 

・補助率：１／２（３年間、最大５００万円） 

（２）活用事例 

・大山町に移住するＩＴ系技術者が活用を検討中。大山町でｅコマースサイト運営を行い、古民家を改装してオフィ

スにする計画。 

・智頭町に移住する起業家が活用を検討中。社員教育を行う鳥取環境大学出身の起業家が、廃校の一室を改装し

てオフィスとし、智頭町をフィールドにした社員教育を展開予定。 

 

○企業の地方誘導の大きな流れは国に更なるリーダーシップを求める一方、本県の地域実情に応じたき
め細やかな企業支援策については、県と市町村の施策により効果的な企業立地に結びつくよう連携を図
っていく。 

○本県の大きな課題である中山間地域への企業立地について、支援策を強化・充実してきており、具体
的な立地案件として成果を挙げる事例も出ている。 

智頭町 … 未利用施設整備支援補助金を活用し、小学校の空き教室へ情報系企業の誘致に成功。 

大山町 … 里山オフィス開設支援補助金を活用し、古民家を改装したＩＴ系技術者オフィス設置を進める。 

○今後、さらに中山間地域への企業立地を促進していくにあたり、県への提案、アイデアをいただくと
ともに、市町村の企業立地の現状も御紹介いただきたい。 
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中小企業等経営強化法の施行と固定資産税の軽減措置について 

鳥取県 商工労働部 企業支援課 

○中小企業の生産性向上を支援する「中小企業等経営強化法」が７月１日から施行された。 

○企業が人材育成や設備投資などにより生産性を向上させる計画（経営力向上計画）を策定
し、国の認定を受けると、本計画の実行のために導入した機器等の固定資産税の軽減措置（３
年間、１／２に軽減）や金融支援（信用保証協会による信用保証枠拡大等）を受けることが
できる。 

（固定資産税の軽減措置（地方税法に規定が追加）） 

・対象企業：資本金１億円以下の会社、個人事業主 など 

・対象設備：１６０万以上の機械及び設備（新品）。平成３０年度末までの投資が対象 

・要件：生産性が年平均１％以上向上する設備 など 

○固定資産税の軽減措置については、普通交付税において３／４が減収補てんされる。 

 
＜参考①：中小企業等経営強化法について＞ 

（１）概要 

・中小・小規模事業者、中堅企業（以下、「中小企業等」という。）の経営力を強化することを目的とし、中

小企業等が策定する「経営力向上計画」を国が認定することで、固定資産税の軽減措置（３年間半額）等

の支援措置が受けられるようになるもの。 

※固定資産税の軽減措置については、固定資産税特例申請が該当事業者より市町村へ提出される。 

・国は事業分野ごとに経営力向上のための取組等について示す指針を策定し、中小企業等は指針を踏まえて

経営力向上計画を策定する。 

  

 

（２）スキーム、支援措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現在、１１分野の事業分野別指針を策定済（今後、他分野も追加予定） 

⇒製造、卸・小売、外食・中食、宿泊、医療、介護、保育、貨物自動車運送、障害福祉、船舶、自動車整備 

 
＜参考②：中小企業庁と鳥取県との連携協定について＞ 

・県内中小企業者の経営能力の強化、経営の向上（＝経営力向上）を図るため、中小企業庁と県で連携協定

を締結する（調整中）。 

・協定締結により、県内中小企業者の経営力向上に対する機運の醸成、取組の加速化を図る。 
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鳥取県 生活環境部 くらしの安心局 住まいまちづくり課

資料 ６



とっとり型の保育のあり方研究会について 

 
 

鳥取県 福祉保健部 子育て王国推進局 子育て応援課 
 
１ 設置目的 

これまで本県が先進的に取り組んできた子育て支援施策の成果と課題をとりまとめ、鳥取県の特色を

活かした保育・幼児教育の方向性・あり方を研究し、今後の本県における事業展開や国への制度改正に

係る提言等を行う。 
 
２ 研究会での論点 

子育て施策のうち、主に次の施策を中心に成果・課題を検証し、今後の事業展開等を検討する。 
①保育料無償化 

保育料負担の軽減に加えて、家庭内保育も含めて子育て世帯に対する経済的支援の方向性を検討 

②野外保育 

森のようちえんだけでなく、保育所・幼稚園等における野外保育の推進方策を検討 

 
３ メンバー 

 委員１１名（学識経験者（４名）、保育所・幼稚園関係者（２名）、市町村職員（２名）、公募委員（３名）） 

会 長   南   潮 （鳥取短期大学幼児教育保育学科助教） 
副会長   武田 信吾 （鳥取大学地域学部地域教育学科講師） 

委 員   直島 克樹 （川崎医療福祉大学医療福祉学部医療福祉学科講師） 

委 員   宮地 和樹 （香川短期大学子ども学科助教） 

委 員   岩本 裕美 （自営業） 

委 員   川村 恭子 （主婦） 

委 員   大西 保江 （音楽家） 

委 員   村島  満 （ひかり保育園 園長） 

委 員   鷹取 健一 （鳥取ルーテル幼稚園 園長） 

委 員   大谷和嘉香 （米子市 こども未来課） 

委 員   竹歳美穂子 （北栄町 教育委員会） 

 
４ スケジュール 

回 時期 内容 
第１回 ５月 ・会長及び副会長の選出 

・今までの鳥取県の保育施策の取組 等 
第２回 ７月 ・委員からの保育・幼児教育の現状報告 
第３回・４回 ８月・９月 ・ヒアリング・アンケート調査 
第５回 １０月 ・ヒアリング結果の検討 

・アンケート調査結果の検討 
・中間とりまとめ 

第６回 １１月 ・とりまとめたたき台、課題整理、追加調査 
第７回 １２月 ・とりまとめ確定 
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第１子と同時在園の第２子無償化について 

鳥取県 福祉保健部 子育て王国推進局 子育て応援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＜参考＞ 
１ 目的 

希望出生率 1.95 の実現に向けた子育て施策の充実及び子どもの貧困対策の観点から、低所得世帯の保
育料負担の軽減を図る。 

 
２ 補助要件 

・第３子以降保育料無償化事業と併せて、年収約 360 万円未満の世帯を対象に、第１子と同時在園の第
２子の保育料を無償化すること。 

・中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業との重複は不可 
 
３ 県補助額 
  国基準保育料の２分の１ 
 
４ 事業開始時期 

平成２８年４月分の保育料から適用 
 
５ 補助制度のイメージ 

360万円以上 360万円未満 360万円以上 360万円未満 360万円以上 360万円未満 360万円以上 360万円未満 360万円以上 360万円未満

第１子 第１子

第１子 第１子 第２子 第２子 第１子 第１子

第１子 第１子 第２子 第２子 第３子 第３子 第１子 第１子 第２子 第２子

（1.0） （1.0） （1.0） （0.5）半額 ＜無償＞ （無償） （1.0） （1.0） （1.0） （0.5）半額

第２子 第２子 第３子 第３子 第２子 第２子

（0.5）半額 （0.5）半額 ＜無償＞ （無償） （0.5）半額 （0.5）半額

↓ ↓

＜無償＞ ＜無償＞

第３子 第３子

（無償） （無償）

２人入所
子ども３人世帯

１人入所３人入所

・　　　　　　　は、平成２８年度からの国制度拡充分

・＜無償＞は、現行の第３子以降保育料無償化事業によるもの

子ども２人世帯
１人入所２人入所

小１以上はカウントしない（年収３６０万円以上のみ）

【拡充案】

低所得世帯のさらなる負担軽減を図

るため、年収約360万円未満の世帯

に限り、第１子が入所している場合

の第２子の保育料を無償化

 

・国においては、幼児教育の段階的無償化の一環として、平成２８年度から年収約 360 万円未満の世帯
について、多子計算に係る年齢制限を撤廃し、第２子半額、第３子以降無償を完全実施することとさ
れた。 

 
・これを踏まえ、子育て施策のさらなる充実や子どもの貧困対策の観点から、現行の第３子以降保育料

無償化事業（所得制限なし）や今般の国の制度改正の対象とならない世帯への対策として、下記の保
育料軽減を行う。 

 
【新たな保育料軽減】 

年収約 360 万円未満の世帯について、第１子が入所している場合の第２子の保育料（現行：半額）を
無償化する。 
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中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業について 
 

鳥取県 福祉保健部 子育て王国推進局 子育て応援課 
 

１ 背景 

（１）中山間地域での過疎化・少子化が進行 ⇒ 少子化対策・移住定住対策が必要 
 

【参考】県の人口推移（単位：人） 

 2010 年 2015 年 2020 年 2015 年 2030 年 2035 年 2040 年 

県全体 588,667 567,193 544,484 519,861 494,364 468,146 441,038 

H27 モデル事業実施合算 
（若桜、智頭、三朝、大山、日

南、日野、江府の７町） 

48,681 44,347 40,356 36,522 33,000 29,750 26,674 

    資料：「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所） 

 

（２）出産・子育てについては、「経済的理由」が大きく影響 
 

【参考】本県における少子化対策に係るアンケート結果 抜粋（２０１２年実施） 

「出産に当たり考慮に入れたことは？（複数回答可）」という質問結果 

・「妊婦健診の助成」「児童手当」「小児医療費助成」といった経済的支援があることが上位 

・出産した子どもが多いほど、以下のとおり「保育料軽減」を理由に挙げる方の割合が高い 

１人目   １４．４％ 

２人目   ２５．１％ 

３人目   ４０．８％ 

２ 事業の概要 

（１）H28 予算額 71,315 千円 （当初：59,019 千円 ＋ 5 月補正：12,296 千円） 

（２）実施主体   市町村 

（３）補助要件  

①対象地域 鳥取県中山間地域振興条例で規定する中山間地域 

②補助率 市町村が定める保育料基準額から、市町村が実際に軽減等を行う額の 1/2 

※ 国の保育料軽減制度は先に適用し、県の既存保育料軽減制度との併用は行わない。 

 

３ Ｈ２８実施概要 

７町（若桜、智頭、八頭、三朝、日南、江府、日野）で実施予定（完全無料化は若桜町、日南町、江府町） 

 

【市町村別無償化・軽減パターン一覧】 

区 分 
開始 

時期 
町 

  保育料の無償化・軽減の内容（保護者負担） 
備考 

第１子 第２子 第３子以降 

ケース １ 

（第 2子から無償化実施） 
H26.4 三朝町  無償 無償   

ケース ２ 

（第 1子からの軽減等実施） 

H28.4 八頭町 

3人以上同時

入所世帯に

ついて 1/3 

無償 無償 H28.4 より新たに実施 

H26.7 日野町 ２／３ 

１／３ 

（同時入所の場合は

1/6、低所得者世帯の

同時在園の場合は無

償） 

無償 

H28.4 より第 2子の一部を無償化、

第 3 子を完全無償（従前は給食費

相当分徴収） 

H27.4 智頭町 

3人以上同時

入所世帯に

ついて 2/3 

無償 無償 

H28.4から 3人以上同時入所の第1

子 2/3（従前は 1/3）、第 2 子無償

化（従前は 1/2）、 

ケース ３ 

（第１子から無償化実施） 
H26.4 

若桜町   無償 無償 無償  

日南町 無償 無償 無償 
H28.4 から完全無償化 

（従前は第 1子 1/2、第 2子 1/3） 

江府町 無償 無償 無償  
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県内の保育士等の処遇の状況について 
 

鳥取県 福祉保健部 子育て王国推進局 子育て応援課 
 
 平成２７年４月施行の子ども・子育て支援新制度により制度化された私立の保育所等に対する「処遇
改善等加算」の申請時点の計画より、県内の保育士等の処遇の状況をまとめました。 
 
１．調査の概要 

調査対象：県内の私立保育所、認定こども園、小規模保育事業所 合計：91 施設（1,916 人） 
調査時点：平成２７年１２月 
調査内容：常勤（週 30時間以上）保育士・保育教諭の年間給与、勤続年数（職歴通算） 

 
２．調査結果 
（１）各施設の平均勤続年数 
  県内の保育所等における職員１人あたりの平均勤続年数は、11.4 年となっている。 

平均勤続年数 
（加算率※） 

７年未満 
（5～11%） 

７～８年 
（12～13%） 

９～10 年 
（14～15%） 

11～12 年 
（16%） 

13～14 年 
（16%） 

15 年以上 
（16%） 

施設数 3 10 22 27 17 12 

分布割合（％） 3.3% 11.0% 24.2% 29.7% 18.7% 13.1％ 

 ※処遇改善等加算は、施設ごとの職員１人当たりの平均勤続年数に応じて、施設ごとに加算率（５～
１６％）が設定されている。 

 
（２）勤続年数別平均賃金（平成２７年４月計画時点） 
 【保育士・保育教諭平均給与（単位：千円）】                

勤続年数 改善前① 改善後② 改善額（③＝②－①） 

年間給与 
（Ａ） 

月額平均 
（Ｂ＝Ａ/12） 

年間給与 
（Ａ） 

月額平均 
（Ｂ＝Ａ/12） 

年間給与 月額平均 

０～２年 2,082 174 2,172 181 ＋90 ＋7 

３～５年 2,263 189 2,368 197 ＋105 ＋8 

６～10年 2,516 210 2,630 219 ＋114 ＋9 

11～15 年 2,808 234 2,945 245 ＋137 ＋11 

16～20 年 3,104 259 3,216 268 ＋112 ＋9 

21 年～ 3,447 287 3,585 299 ＋138 ＋12 

※年間給与は、基本給、手当（退職手当除く）、賞与・一時金及び法定福利費の事業主負担分を含む。 
 
【役職職員平均給与（単位：千円）】 

 
（参考） 
１ 平成２６年賃金構造基本統計調査結果の概要 
 厚生労働省が毎年７月に実施している「賃金構造基本統計調査」の結果は下記のとおり。 
 【平成２６年賃金構造基本統計調査（所定内給与額（12 ヶ月分）と年間賞与その他特別給与額の合計）】 

 鳥取県 全国 

年齢 勤続年数 年間給与額 年齢 勤続年数 年間給与額 

保育士 33.6 歳 7.4 年 2,792 千円 34.8 歳 7.6 年 3,091 千円 

全職種平均 41.4 歳 10.8 年 3,429 千円 42.1 歳 10.8 年 4,023 千円 

差 △7.8 歳 △3.4 年 △637 千円 △7.3 歳 △3.2 年 △932 千円 

 
２ ニッポン一億総活躍プラン抜粋 

保育士の処遇については、更なる「質の向上」の一環としての２％相当の処遇改善を行うとともに、
予算措置が執行面で適切に賃金に反映されるようにしつつ、キャリアアップの仕組みを構築し、保育
士としての技能・経験を積んだ職員について、現在４万円程度ある全産業の女性労働者との賃金差が
なくなるよう、追加的な処遇改善を行う。 

役職 平均
勤続
年数 

改善前① 改善後② 改善額（③＝②－①） 

年間給与 
（Ａ） 

月額平均 
（Ｂ＝Ａ/12） 

年間給与 
（Ａ） 

月額平均 
（Ｂ＝Ａ/12） 

年間給与 
 

月額平均 
 

園長 31 5,186 432 5,433 453 ＋247 ＋21 

主任等 23 4,013 334 4,165 347 ＋152 ＋13 
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保育士・保育所支援センターの活動状況（平成 28年７月末現在）について 

 

鳥取県 福祉保健部 子育て王国推進局 子育て応援課 

 

  各市町村及び各施設における保育士確保の取組を支援するため、本年４月より「鳥取県保育士・保

育所支援センター」を設置し、潜在保育士等に対する就業支援の充実に取り組んでおり、同センター

開所後の活動実績については、以下のとおりです。 
引き続き、同センターならびに関係機関と連携した保育士確保の推進に取り組んでいきます。 

 
１ 相談・マッチングの状況（７月末時点） 

 （１）総括表 

区分 件数 備考（内訳等） 

相談件数（延べ） 137 電話相談（60）、来所相談（30）、訪問・巡回相談（47） 

有効求人数（※） 74  

有効求職者数（※） 36  

新規求職者数（延べ） 41 潜在保育士（11）、現役保育士（1）、学生（26）、その他（3） 

就職件数（延べ） 12 センターで相談支援後にハローワークで就職した者（4件）含む 

  ※有効求人数及び有効求職者数は、県福祉人材センターに登録した者で７月末時点の数字。 
 
 （２）相談後の対応状況 

区分 件数 備考 

職場紹介・職場見学 7 センターに求人登録している保育所を案内 

再就職支援研修 5 研修実施後２名が保育所等へ就職 

求職登録 41  

 
２ 就職支援活動の状況 

区分 件数 備考 

保育所等訪問 33 求人開拓、相談支援 

就職準備金貸等貸付 4 再就職準備金（3）、保育料一部貸付（1） 

再就職支援研修 5 研修Ⅰ（初級）（5） 

養成校ガイダンス 3 5/17 島根県福祉専門学校、山陰中央専門大学校 （参加者 12 名） 

6/29 鳥取短期大学 （参加者 124 名） 
 
３ その他主な活動状況 

 ・とっとり就職フェアへの出展（5/10 東部、5/11 中部、5/12 西部） 

・保育福祉の就職フェア 2016（6/4 鳥取、6/12 米子） 

 ・第１回保育士確保に関する意見交換会（6/22） 

   関係機関による保育士確保に向けた現状把握、連携策等を検討・協議 

   （出席者） 

保育事業者（子ども家庭育み協会、私立幼稚園・認定こども園協会等） 

市町村（鳥取市、境港市） 

養成校（鳥取大学、鳥取短期大学） 

行政 （県（子育て応援課）、鳥取労働局、ハローワーク鳥取・米子） 

 ・現役保育士との意見交換会（米子） 

 ・鳥取短期大学「保育学生のための職場説明会」（6/29）へのブース出展 

 

４ 今後の主な予定（上記以外） 

 ・県外保育士養成校へのガイダンス（中国、近畿等） 

 ・ＰＲ活動（詳細パンフレットの作成、ハローワークとの連携強化） 

 ・第２回保育士確保に関する意見交換会（8/29） 
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